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21 世紀 COE プログラムによる研究促進効果の実証分析 

―全分野での分析― 

 
依田高典, ○福澤尚美（京都大学） 

 

 

 
1. はじめに 

研究評価を効率的かつ効果的に実施すること

は，資金に関する説明責任を果たすとともに，研

究を活性化し質を高めるために重要である。平成

20 年に改定された「国の研究開発評価に関する大

綱的指針」では，研究評価への取り組みの強化を

急務としており，的確で実効ある評価や評価作業

負担を回避する機能的な評価，国際的な視点から

の評価の実施を加速化する必要があるとしてい

る。 
本報告では，21 世紀 COE プログラムの実施に

よる研究促進効果を，計量経済学的手法で実証分

析することで，プログラムの各分野全体の評価を

行い，評価手法を提案することを目的としている。

21 世紀COE プログラムの目的は日本の大学に世

界最高水準の研究教育拠点を形成し，重点的な支

援により国際競争力のある大学づくりを推進す

ることである。採択は平成 14 年度，15 年度，16
年度と 3 度実施されている。 
ここでは短期的な評価を目的とし，最終目標の

達成に繋がることが期待される中間成果として

論文数や被引用数を用い，増加が得られたかにつ

いて分析した。成果指標には個別研究者の論文数

と被引用数を使用し，推定には，プログラム処理

群での採択前後の成果差と，対照群での採択前後

の成果差の差分をとる Difference-in-differences 
(DID)推定量を使用し，一定のセレクションバイ

アスをコントロールした。本報告では全分野の分

析結果を述べる。 
 
2. 分析手法 
 本節では，プログラムの効果を測定する際に使

用した成果指標と分析手法について説明する。よ

り詳細な説明は，本学会の第 25 回年次学術大会

要旨[1]を参照されたい。 
 

2.1 成果指標 

プログラムの成果指標として，個別研究者の論

文数とその被引用数を使用した。論文数や被引用

数は間接的ピアレビューと呼ばれ[2]，専門家評価

に代替する指標とされている。また，ピアレビュ

ーとビブリオメトリクス指標間の相関について

の研究は多数ある[3]，[4]，[5]，[6]，[7]，[8]。こ

れらを踏まえ，論文数は研究の生産性指標として，

被引用数は他の論文に与えたインパクト及び質

を評価する指標として使用する。データベースで

の論文区分には Article，Conference Paper，
Review，Letter 等があるが，分析には最も厳し

いピアレビューを経ている Article を使用した。 
 

2.2 Difference-in-differences 推定量 
Difference-in-differences(DID)推定量とは，2

つの群の処理後の差を測るだけではなく，「処理

群での平均の 2 時点間の差」から「対照群での平

均の 2 時点間の差」の差分により処理効果を求め

る。つまり，同一個人の処理前と処理後を比較す

ることで，観察不可能な個人の固有効果を取り除

き，さらに時間経過による効果を取り除くことに

より，処理効果のみを測定することが可能となる。

処理前を before，処理後を after とし，処理群を

Treatment，対照群を Control とした場合， 
(1)

 Treatment

 Control

 Treatment  Control

BA { ( | T 1,after) ( | T 1,before)}

BA { ( | T 0,after) ( | T 0,before)}

DID BA BA

E y E y

E y E y

= = - =

= = - =

= -
 
と表すことができる。本分析で DID 推定量を推

定する際には，「もしプログラム処理群に属さな

かった場合の時間経過による効果が処理群と対

照群で等しい」という条件 (same time-effect 
condition)を仮定している。仮定の際には，処理

群と同じ大学，学科，専攻に所属する研究者をラ

ンダムに抽出して対照群を作成した。なお，採択

された大学に所属することで，事業推進担当者で

なくとも得られる間接効果は DID 推定により相

殺され，直接効果のみを推定することが可能とな

る。 
 
3. 使用したデータ 
3.1 学術データベース 
本分析で重要なことは各研究者の同定が可能



― 591―

２Ｆ２２ 

21 世紀 COE プログラムによる研究促進効果の実証分析 

―全分野での分析― 

 
依田高典, ○福澤尚美（京都大学） 

 

 

 
1. はじめに 

研究評価を効率的かつ効果的に実施すること

は，資金に関する説明責任を果たすとともに，研

究を活性化し質を高めるために重要である。平成

20 年に改定された「国の研究開発評価に関する大

綱的指針」では，研究評価への取り組みの強化を

急務としており，的確で実効ある評価や評価作業

負担を回避する機能的な評価，国際的な視点から

の評価の実施を加速化する必要があるとしてい

る。 
本報告では，21 世紀 COE プログラムの実施に

よる研究促進効果を，計量経済学的手法で実証分

析することで，プログラムの各分野全体の評価を

行い，評価手法を提案することを目的としている。

21 世紀COE プログラムの目的は日本の大学に世

界最高水準の研究教育拠点を形成し，重点的な支

援により国際競争力のある大学づくりを推進す

ることである。採択は平成 14 年度，15 年度，16
年度と 3 度実施されている。 
ここでは短期的な評価を目的とし，最終目標の

達成に繋がることが期待される中間成果として

論文数や被引用数を用い，増加が得られたかにつ

いて分析した。成果指標には個別研究者の論文数

と被引用数を使用し，推定には，プログラム処理

群での採択前後の成果差と，対照群での採択前後

の成果差の差分をとる Difference-in-differences 
(DID)推定量を使用し，一定のセレクションバイ

アスをコントロールした。本報告では全分野の分

析結果を述べる。 
 
2. 分析手法 
 本節では，プログラムの効果を測定する際に使

用した成果指標と分析手法について説明する。よ

り詳細な説明は，本学会の第 25 回年次学術大会

要旨[1]を参照されたい。 
 

2.1 成果指標 

プログラムの成果指標として，個別研究者の論

文数とその被引用数を使用した。論文数や被引用

数は間接的ピアレビューと呼ばれ[2]，専門家評価

に代替する指標とされている。また，ピアレビュ

ーとビブリオメトリクス指標間の相関について

の研究は多数ある[3]，[4]，[5]，[6]，[7]，[8]。こ

れらを踏まえ，論文数は研究の生産性指標として，

被引用数は他の論文に与えたインパクト及び質

を評価する指標として使用する。データベースで

の論文区分には Article，Conference Paper，
Review，Letter 等があるが，分析には最も厳し

いピアレビューを経ている Article を使用した。 
 

2.2 Difference-in-differences 推定量 
Difference-in-differences(DID)推定量とは，2

つの群の処理後の差を測るだけではなく，「処理

群での平均の 2 時点間の差」から「対照群での平

均の 2 時点間の差」の差分により処理効果を求め

る。つまり，同一個人の処理前と処理後を比較す

ることで，観察不可能な個人の固有効果を取り除

き，さらに時間経過による効果を取り除くことに

より，処理効果のみを測定することが可能となる。

処理前を before，処理後を after とし，処理群を

Treatment，対照群を Control とした場合， 
(1)

 Treatment

 Control

 Treatment  Control

BA { ( | T 1,after) ( | T 1,before)}

BA { ( | T 0,after) ( | T 0,before)}

DID BA BA

E y E y

E y E y

= = - =

= = - =

= -
 
と表すことができる。本分析で DID 推定量を推

定する際には，「もしプログラム処理群に属さな

かった場合の時間経過による効果が処理群と対

照群で等しい」という条件 (same time-effect 
condition)を仮定している。仮定の際には，処理

群と同じ大学，学科，専攻に所属する研究者をラ

ンダムに抽出して対照群を作成した。なお，採択

された大学に所属することで，事業推進担当者で

なくとも得られる間接効果は DID 推定により相

殺され，直接効果のみを推定することが可能とな

る。 
 
3. 使用したデータ 
3.1 学術データベース 
本分析で重要なことは各研究者の同定が可能

なことであり，この視点から Web of Science と

Scopus を比較検討した。Scopus は後発である故

に，参考文献の搭載が 1996 年以降という短所が

あるが，著名な研究者に対して Author ID が振ら

れており，フルネーム検索も可能である。さらに，

本分析ではプログラム採択年を除いた前後 5年間

を対象とし，1997 年以降のデータを使用するた

め，上述の短所は影響しない。以上を踏まえデー

タベースは Scopus を使用した。 
 
3.2 データの作成方法 
 Scopus を使用してデータを作成したが，

Author ID は完全ではなく同姓同名の混在が解決

されていない。そこで，氏名(フルネーム)＋所属

機関名検索後に，さらに 21 世紀 COE プログラム

採択時点での各研究者の所属機関と部局の正式

名称で絞り込みを行い，他研究者の論文が可能な

限り混在しないようにした。ただし，絞り込みに

より不適切に除外している可能性があるため，メ

ールアドレスを取得可能な著者に対して確認を

実施した。なお，返信が無い場合は Scopus のデ

ータをそのまま使用することを通知している。処

理群は，採択期間内での途中辞退者や追加者を除外

した拠点全体・拠点ごとの研究者数を使用した。 
 対照群は，処理群と同大学・同研究科の研究者

でプログラムに携わっていない研究者を，各大学

ホームページ上の研究者データベースからラン

ダムに抽出した。その際には，各拠点採択研究者

の約 20％を抽出し，教授・准教授等の肩書きと中

核となる研究科・専攻を比率化し，処理群と対照

群で可能な限り等しくした。 
 
4. 推定モデル 
4.1 被引用数の切断バイアス 

被引用数の DID 推定の際に問題となるのは，被引

用数の切断バイアス(truncation bias)である。これ

は年次が新しい論文ほど被引用数が少なくカウ

ントされる問題で，特許の前方引用数でも同様に

生じるため，正規化の手法が考えられてきた[9]，
[10]，[11]，[12]。本分析ではこれら先行研究での

折衷案として固定効果を計量経済学的に推定した。

回帰式は以下の通りである。 
year  p

it it itCited d ua b= + +          (2) 
： i 研究者の t 年の 1 論文あたり被引用数 
：任意の年次を基準とした年次ダミー変数 

である。 
 
4.2 DID 推定モデル 
 論文数と 1論文あたり被引用数において推定し

た回帰式は，それぞれ 
treat After treat After

0 1 2it i it i it itPaper d d d dg g g d e= + + + +  (3) 
correction treat After treat After

0 1 2' ' ' 'it i it i it itCited d d d dg g g d e= + + + + (4) 
      ： 研究者の t 年における総論文数 

 ：切断バイアスを補正した i 研究者

の t 年における 1 論文あたり被引用

数  
 treat
id ：プログラムに採択されている場合 1 とな 

るダミー変数 
   ：プログラム採択後であれば 1 となるダミ

ー変数 
である。 
 
5. DID 推定結果 
 以下では，学際的なため評価が難しい分野を除

く，平成 14 年度，15 年度に採択された全 8 分野

の分析結果を示す。本要旨では，要旨執筆時点で

分析が終了している 6 分野(生命科学，情報・電

気・電子，社会科学，化学・材料，医学系，機械・

土木・建築・その他工学)のみを掲載する。ハウス

マン検定を行った結果，いずれも「個体特有効果

と説明変数間に相関が無い」という帰無仮説が棄

却されないため，変量効果モデルを採択した。 
 
図 1：分野別増加効果 

 

p
itCited

 yeard

itPaper
correction
itCited

After
itd
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5.1 分野毎の増加効果 
分析結果を図 1 に示す。COE 前から COE 後に

増加した業績から，時間が経過したことにより増

加した業績である「自然増加分」を取り除いた，

プログラムによる増加効果(DID 推定量)を「COE
効果分」と記載する。 

(1)論文数で統計的に有意な増加効果が得られ

たのは，6 分野中，生命科学，医学系，機械・土

木分野の 3 分野である。被引用数で統計的に有意

な増加効果が得られたのは，生命科学，情報学，

医学系分野の 3 分野である。 
(2)国公立と私立大学で効果を平均した。論文数

において，国公立大学での効果が私立大学での効

果より平均して高い傾向がみられる分野は，生命

科学，社会科学，機械・土木分野である。また，

被引用数で同様の傾向がみられる分野は，生命科

学，社会科学，医学系，機械・土木分野である。

一方，情報学分野では被引用数において，私立大

学での効果が国立大学での効果より平均して高

い傾向がみられた。 
(3)研究科別，専攻別に増加効果を平均した。生

命科学では，論文数の増加効果が高いのは生物科

学専攻であり，被引用数の増加効果が高いのは生

命科学，機構・機能科学専攻である。情報学では，

被引用数の増加効果は理工学研究科で平均して

高い傾向がみられる。社会科学では，論文数，被

引用数共に経済学系分野と政策学分野で平均し

て高い傾向がある。特に経済学系分野で高い理由

として，英文ジャーナルへの掲載が他社会科学分

野と比較して多いことが考えられる。化学・材料

では，論文，被引用数共に理学研究科で平均して

高い傾向がみられる。医学系分野では，被引用数

では医学，医歯学分野で効果が高い傾向がみられ

る。機械・土木分野では，論文数では環境工学で，

被引用数では機械工学で高い傾向がみられる。 
 
5.2 ピアレビューとの比較 
 プログラムの事後評価をピアレビューとして

推定結果と比較した。この比較により，2 種類の

相違がみられる。まず，推定で有意な増加効果が

得られているにも関わらず，ピアレビューでの評

価が低い場合がある。もうひとつは，推定で有意

な増加効果が得られないにも関わらず，ピアレビ

ューでの評価が高い場合である。 
 前者の場合には，論文数等の研究活動では一定

の評価が得られている拠点が多いものの，人材育

成面や新たな分野の形成，他研究科とのコラボレ

ーション，産業への活用の展望について等への取

り組みの不十分さが指摘されている。一方，後者

の場合には，人材育成面での評価が非常に高いこ

とや，独創的な研究を実施している点で評価を得

ている。しかし，研究活動面でも論文掲載数の多

さなどについて評価されている拠点もあるため，

本分析結果と差がみられることがわかった。 
 
6. 考察及び結論 

以上より，21 世紀 COE プログラムの研究促進

効果を研究者の業績の視点から分析すると，論文

数，被引用数は増加傾向があることが分かった。

しかし，増加が得られた拠点での経費の使途は多

岐にわたっており，業績増加の詳細な要因を明確

にすることは本分析では不可能である。本分析で

は上記の要因を特定せず，プログラム採択が業績

に与えた影響の全てを促進効果として測定した。 
さらに，増加傾向は分野ごとに異なることが分

かった。本分析で増加効果が高いのは生命科学分

野と医学系分野である。しかし，図 1 にみられる

とおり，分野によりプログラム前の業績の規模が

大きく異なり，研究様式の違いが顕著に出ている。

Haddow and Genoni[13]では，オーストラリアの

研究評価である Excellence in Research for 
Australia (ERA)での社会科学分野におけるジャ

ーナルの 4 段階ランク付けと，総被引用数を比較

し，関係性が低いことを指摘している。その際，

社会科学分野の特徴として，データベース収録範

囲が狭いことや，自然科学分野の方が引用されや

すく，発表と引用間のタイムラグが短いことを指

摘している。日本でも社会科学分野では邦文ジャ

ーナルでの発表数が多いことが分析結果に反映

していると考える。特に論文数やその被引用数だ

けでは十分に成果を測れない分野では，図書出版

数の DID 推定分析も考えられるが，現実的に使

用できるデータベースが存在せず対象としてい

ない。また，本分析では Proceedings 等は対象と

しておらず，分野によっては研究様式を完全に反

映出来ていない可能性はあるが，学術論文のみを

対象としたことは，「国際競争力」や「世界水準」

の観点において適していると考える。 
以上から，各大学・分野間の研究・教育様式の

違いから，大学や分野間の差を一概に説明するこ

とはできず，どの分野の効果が優れているという

評価は出来ない。よって，分野の特徴を踏まえ，

定量的手法の欠点を補うためにピアレビューの

必要性は否定できない。本推定結果とピアレビュ

ーでは傾向に差がみられたが，考えられる理由を

3 つ挙げる。まず，COE プログラムは教育的な側

面も強く，優秀な人材を育成することも目標とし

ている。ピアレビューではこれらの活動も評価し

ているが，本分析では教育面の評価指標は使用し

ていない。特に，生命科学や情報学分野で高い増

加効果が得られた拠点では，博士課程学生を筆頭

著者とした論文業績や学術雑誌の発表件数の多
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5.1 分野毎の増加効果 
分析結果を図 1 に示す。COE 前から COE 後に

増加した業績から，時間が経過したことにより増

加した業績である「自然増加分」を取り除いた，

プログラムによる増加効果(DID 推定量)を「COE
効果分」と記載する。 

(1)論文数で統計的に有意な増加効果が得られ

たのは，6 分野中，生命科学，医学系，機械・土

木分野の 3 分野である。被引用数で統計的に有意

な増加効果が得られたのは，生命科学，情報学，

医学系分野の 3 分野である。 
(2)国公立と私立大学で効果を平均した。論文数

において，国公立大学での効果が私立大学での効

果より平均して高い傾向がみられる分野は，生命

科学，社会科学，機械・土木分野である。また，

被引用数で同様の傾向がみられる分野は，生命科

学，社会科学，医学系，機械・土木分野である。

一方，情報学分野では被引用数において，私立大

学での効果が国立大学での効果より平均して高

い傾向がみられた。 
(3)研究科別，専攻別に増加効果を平均した。生

命科学では，論文数の増加効果が高いのは生物科

学専攻であり，被引用数の増加効果が高いのは生

命科学，機構・機能科学専攻である。情報学では，

被引用数の増加効果は理工学研究科で平均して

高い傾向がみられる。社会科学では，論文数，被

引用数共に経済学系分野と政策学分野で平均し

て高い傾向がある。特に経済学系分野で高い理由

として，英文ジャーナルへの掲載が他社会科学分

野と比較して多いことが考えられる。化学・材料

では，論文，被引用数共に理学研究科で平均して

高い傾向がみられる。医学系分野では，被引用数

では医学，医歯学分野で効果が高い傾向がみられ

る。機械・土木分野では，論文数では環境工学で，

被引用数では機械工学で高い傾向がみられる。 
 
5.2 ピアレビューとの比較 
 プログラムの事後評価をピアレビューとして

推定結果と比較した。この比較により，2 種類の

相違がみられる。まず，推定で有意な増加効果が

得られているにも関わらず，ピアレビューでの評

価が低い場合がある。もうひとつは，推定で有意

な増加効果が得られないにも関わらず，ピアレビ

ューでの評価が高い場合である。 
 前者の場合には，論文数等の研究活動では一定

の評価が得られている拠点が多いものの，人材育

成面や新たな分野の形成，他研究科とのコラボレ

ーション，産業への活用の展望について等への取

り組みの不十分さが指摘されている。一方，後者

の場合には，人材育成面での評価が非常に高いこ

とや，独創的な研究を実施している点で評価を得

ている。しかし，研究活動面でも論文掲載数の多

さなどについて評価されている拠点もあるため，

本分析結果と差がみられることがわかった。 
 
6. 考察及び結論 

以上より，21 世紀 COE プログラムの研究促進

効果を研究者の業績の視点から分析すると，論文

数，被引用数は増加傾向があることが分かった。

しかし，増加が得られた拠点での経費の使途は多

岐にわたっており，業績増加の詳細な要因を明確

にすることは本分析では不可能である。本分析で

は上記の要因を特定せず，プログラム採択が業績

に与えた影響の全てを促進効果として測定した。 
さらに，増加傾向は分野ごとに異なることが分

かった。本分析で増加効果が高いのは生命科学分

野と医学系分野である。しかし，図 1 にみられる

とおり，分野によりプログラム前の業績の規模が

大きく異なり，研究様式の違いが顕著に出ている。

Haddow and Genoni[13]では，オーストラリアの

研究評価である Excellence in Research for 
Australia (ERA)での社会科学分野におけるジャ

ーナルの 4 段階ランク付けと，総被引用数を比較

し，関係性が低いことを指摘している。その際，

社会科学分野の特徴として，データベース収録範

囲が狭いことや，自然科学分野の方が引用されや

すく，発表と引用間のタイムラグが短いことを指

摘している。日本でも社会科学分野では邦文ジャ

ーナルでの発表数が多いことが分析結果に反映

していると考える。特に論文数やその被引用数だ

けでは十分に成果を測れない分野では，図書出版

数の DID 推定分析も考えられるが，現実的に使

用できるデータベースが存在せず対象としてい

ない。また，本分析では Proceedings 等は対象と

しておらず，分野によっては研究様式を完全に反

映出来ていない可能性はあるが，学術論文のみを

対象としたことは，「国際競争力」や「世界水準」

の観点において適していると考える。 
以上から，各大学・分野間の研究・教育様式の

違いから，大学や分野間の差を一概に説明するこ

とはできず，どの分野の効果が優れているという

評価は出来ない。よって，分野の特徴を踏まえ，

定量的手法の欠点を補うためにピアレビューの

必要性は否定できない。本推定結果とピアレビュ

ーでは傾向に差がみられたが，考えられる理由を

3 つ挙げる。まず，COE プログラムは教育的な側

面も強く，優秀な人材を育成することも目標とし

ている。ピアレビューではこれらの活動も評価し

ているが，本分析では教育面の評価指標は使用し

ていない。特に，生命科学や情報学分野で高い増

加効果が得られた拠点では，博士課程学生を筆頭

著者とした論文業績や学術雑誌の発表件数の多

さを拠点報告内に記載している。2 つ目は，論文

数と被引用数を指標とした 5年間の短期的な評価

であるため，研究活動の独創性や新規性を評価す

ることが不可能である。3 つ目は，国際会議やセ

ミナー開催等を考慮できていない。また，「発表

した論文が何本である」という評価ではなく，自

然増加分除去後の「COE による増加効果」を評

価している点で相違がある。 
Rinia, et al.[14]がビブリオメトリクス指標は

ピアレビューに重要な付加情報を与えサポート

する役割を果たすと言及したように，定量的手法

とピアレビューにはそれぞれに限界がある。定量

的手法には，成果を論文発表とすることが目的で

はない研究活動を十分に評価出来ないことや，分

野によりデータベースの収録範囲が異なる点，先

端的な研究の評価が不可能な点で限界がある。ピ

アレビューでは主観的バイアスによる客観性の

問題や評価基準の相違等で限界がある。以上より，

両評価手法を併用するとより効果的な評価が可

能と考える。 
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